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三 菱 商 事 ㈱ 

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号に対する意見提出の件 

掲題の件につき、弊社の意見を下記のとおり提出いたします。 

記 

公開草案の作成趣旨である、気候関連情報の開示において、日本国内の既存法定報告制度である SHK

制度との整合性を図ることで企業の実務負担を軽減するという方向性につき、賛同致します。一方、

公開草案では十分に明確化がなされていない論点があり、追加的な整理が必要と考えます。 

 

1. 前提 

日本の SHK 制度については GHG プロトコル及び SSBJ 基準とは、以下の点で差異が生じていま

す。 

（a） 開示項目 

SHK 制度は GHG プロトコルのような「スコープ 1・2・3」という用語を採用しておら

ず、両制度間での開示項目の対応関係は不明確。 

（b） 算定対象範囲 

SHK 制度はスコープ 1・2 に相当する排出量のみを算定対象とし、スコープ 3 に相当す

る間接排出は算定義務の対象外。また、スコープ 1 の範囲においても、社用車等の移動

性排出源等は算定対象外。 

（c） 測定方法 

測定方法においても複数差異あり。例えば、SSBJ 基準では利用可能な最新の IPCC 評価

における GWP（現在は第 6 次評価報告書）の使用を求めるのに対し、温対法で現在指定

されている GWP は第 5 次評価報告書に相当し、算定結果に差異が生じ得る。 

上記の差異を前提とした場合、企業が SHK 制度の測定方法を選択する際の適用範囲について、

公開草案は十分に明確ではないと考えます。公開草案において、開示項目の対応関係については

明確化が図られましたが、算定対象範囲や測定方法の取り扱いについては引き続き明示されてい

ません。その為、企業の開示対応や保証業務の実施において解釈の不一致から混乱が生じる恐れ

があります。 

また、上記の個別的な不明確さに加え、より根本的な問題として、本公開草案が SHK 制度とい

う日本固有の一制度に特化した実務対応基準として設計されており、サステナビリティ開示テー

マ別基準第 2 号「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という）第 51 項が本来広く想定してい

る「各法域の当局が要求する測定方法」一般との適用関係については示されていない点が課題と

考えています。 
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気候基準第 51 項の但し書きは、SHK 制度のみを念頭に置いたものではなく、世界各国・各地域

における法定 GHG 算定・報告制度を広く対象とする規定と理解しています。SSBJ 基準を適用

する日本の上場企業の多くは海外に連結子会社・関連会社を有しており、当該子会社等が所在す

る各法域の法定 GHG 算定制度（以下、現地法定開示制度）に従った測定値を活用したいという

ニーズが存在します。今回の SHK 制度と同様の問題、すなわち GHG プロトコルとの算定対象

範囲・算定方法の差異をどのように取り扱うかという問題は、他の法域の現地法定開示制度にお

いても生じ得るものです。 

公開草案のように特定の一法域制度のみを対象とした個別の実務対応基準を策定するアプロー

チを採るとすれば、今後同様の問題が他の法域について生じるたびに個別の実務対応基準を追加

策定しなければならなくなります。これは基準体系の際限のない膨張を招くとともに、企業にお

いても開示作成負担の増加を招く恐れがあります。 

公開草案のアプローチ自体を否定するものではありませんが、SHK 制度に特化した個別規定を

設けるに先立ち、気候基準第 51 項の適用に関する法域横断的な原則規定を整備することが優先

されるべきと考えます。その上で SHK 制度に関する具体的な規定を、当該原則規定の適用例と

して位置づけることが、基準体系の整合性及び持続可能性の観点から重要と考えます。 

 

2. 提案 

公開草案の内容を、SHK 制度に特化した個別基準としてではなく、気候基準第 51 項の但し書き

に基づき各法域の現地法定開示制度を用いる場合に共通して適用される原則規定として整備す

ることを提案致します。その上で、SHK 制度は原則規定の適用例として別途例示する構成とす

ることが適切と考えています。 

原則規定の内容として、以下の通り「開示項目は GHG プロトコルに従い、算定対象範囲・算定

方法は現地法定開示制度に従うことを認める」という二層構造のルールの採用が望ましいと考え

ています。 

① 開示項目 

スコープ 1・2・3 の各開示事項は GHG プロトコルに基づく気候基準の定めに従うものとし、

現地法定開示制度を選択した場合においても免除されない。 

② 算定対象範囲・測定方法 

各スコープに相当する開示項目が現地法定開示制度に存在する限り、現地法定開示制度に基

づき算定した値をそのまま開示することを認める。現地法定開示制度の算定対象外となる排

出源等の差異については、追加算定は求めない。尚、スコープ 2 においては、現地法定開示

制度においてマーケット基準のみ開示している場合には、ロケーション基準の追加算定は不

要とし、マーケット基準の数値を用いることを可能とし、その旨を気候基準に基づき注記す

る。 

上記提案の背景として、まず企業の開示作成負担の軽減があげられます。現地法定開示制度の対

象企業は既に各制度に基づくデータ収集・管理体制を整備しています。GHG 算定対象範囲及び

算定方法において GHG プロトコルへの追加的な対応を求めた場合、二重の算定体系の整備が必
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要となり企業にとって過大な負担となります。これは気候基準第 51 項が規定された主旨と異な

る状況と考えます。また法域毎に算定制度は異なっており、仮に GHG プロトコルに準拠した算

定対象範囲・測定方法が求められる場合、グローバル企業は各現地法定開示制度と GHG プロト

コルとの差異を特定する実務が必要となりますが、現在一般にそれらの差異は特定されておら

ず、企業が独自に対応することは実務上困難な状況です。よって、スコープ 1・2・3 に相当する

開示項目が存在する限り、算定対象範囲・測定方法は現地法定開示制度を利用可能とすることが、

現在の気候関連情報開示の実務を踏まえると適切と考えています。 

また、開示情報の有用性の観点からも、利用者が最も必要としている情報はスコープ別の排出量

の規模及びその推移の把握と考えています。スコープ 1・2 における測定方法の差異（例えば移

動排出源の含否）は当該開示の有用性を根本的に損なうものではなく、各法域の現地法定開示制

度に従っている旨の注記でも担保されるものと考えています。 

 

以     上 


